
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

朝日放送グループホールディングス株式会社 

2020 年 3 月期決算説明会 

2020 年 5 月 29 日 

 

[開催場所]  電話会議 

 

[登壇者]  代表取締役社長    沖中 進 

代表取締役副社長／朝日放送テレビ株式会社 代表取締役社長 

      山本 晋也 

 



 
 

登壇 

 

司会：アナリスト、投資家の皆様、大変お待たせをいたしました。定刻となりましたので、ただ今

より、朝日放送グループホールディングス株式会社の 2020 年 3 月期決算説明会を開催いたしま

す。 

本日は、イレギュラーな形での開催にもかかわらず、ご参加いただき、ありがとうございます。 

では、朝日放送グループホールディングス社長の沖中と、同社放送事業担当副社長で朝日放送テレ

ビ社長の山本よりご説明をいたします。 

それでは、まず、グループ全体の業績を沖中よりご説明いたします。 

 

 

 



 
 

 

沖中：社長の沖中でございます。いつもお世話になっております。今日は、大変多くの方にご参加

いただき、ありがとうございます。今日は音声のみで失礼いたしますが、また、改めての機会にお

目にかかれればと思っております。 

早速ですが、３ページをご覧ください。2020 年 3 月期の業績です。連結売上高は 829 億 3,700 万

円で、前年比プラス 9 億 5,000 万円の増収。営業利益は 33 億 8,800 万円で、マイナス 8 億 7,400

万円の減益。親会社株主に帰属する当期純利益は 22 億 7,800 万円で、増収減益となりました。 



 
 

 

4 ページをお開けください。セグメント情報でございます。左の放送事業は、テレビのタイム収入

やコンテンツ関連収入が堅調だったことに加え、新規連結効果で増収となりました。一方で、テレ

ビスポット収入などが不調で、利益では減益となりました。 

ハウジング事業は、右上です。減収増益となっております。住宅展示場の一部クローズで減収とな

りましたが、その会場は利益的に厳しかったため、収支は改善し、増益を確保することができまし

た。 

ゴルフ事業は、増収増益でございます。新規で会員権の募集があったことが大きく貢献しました。

しかし、来場者に関しましては、2 月までは前年を上回って好調に推移したものの、新型コロナウ

イルス感染の拡大で、3 月には大きく減り、残念ながら、来場者については前年を下回りました。

以上、本当に簡単ですが、連結の業績の概要をご説明しました。 

2021 年 3 月期の業績予想につきましては、新型コロナウイルス感染症拡大の影響が、まだまだ現

時点では見通せず、予測が困難なため、今回は見送らせていただきます。ある程度、その影響が予

想できる時期になれば、改めて発表させていただきたいと思いますので、そのときはよろしくお願

いいたします。 



 
 

 

山本：放送事業につきましては、私、山本からご説明をいたします。よろしくお願いいたします。 

まず、資料の６ページをご覧ください。朝日放送テレビの個別業績でございます。テレビ社の売上

高は前年比マイナス 2.3%の 576 億 500 万円。営業利益は前年比マイナス 21.0%の 14 億 100 万円

でございました。残念ながら、減収減益となりました。 

後で、もう少し詳しく説明をいたしますけれども、スポットの下げ幅が大きく、ネット、ローカル

のタイムセールスは好調だったわけですけれども、スポットの落ち幅を埋めきれなかったというこ

とでございます。 



 
 

 

次は、7 ページの事業ごとの状況でございます。テレビ事業収入は前年比マイナス 2.3%の減収。

テレビ事業収入の詳細は、次の 8 ページでご説明いたします。 

催物収入は前年比マイナス 6.8%の減収。3 月に、人気の公演やコンサートを予定しておりました

けれども、こちらが新型コロナウイルスの影響によって中止となりました。 

それから、コンテンツ関連収入は、年末年始の大型特番のインターネット展開や、バーチャル高校

野球が好調で、前年比 10.8%増え、増収となりました。 



 
 

 

8 ページは、テレビ事業収入の内容でございます。まず、先ほど申し上げましたスポット収入です

けれども、全国的なスポット市況の悪化を受け、関西への地区投下もマイナス 6.5%と大幅に減っ

た中で、当社はシェアを伸ばしたものの、前年比マイナス 5.6%の減収となりました。 

一方、タイム収入、番組販売、TVer など、スポット収入以外は増収でございました。特にタイム

収入は、全国ネットで、「ポツンと一軒家」の視聴率が好調で、増収につながりました。ローカル

（タイム）や番販も好調で、新記録を達成しております。 

 



 
 

 

9 ページは、スポット収入の四半期ごとの推移でございます。ご覧のとおり、当社のスポット収入

は構造的に、下期の比重が非常に大きくなっております。このため、昨年の秋の消費税増税前後か

らですけれども、全国的なスポット市況の悪化が下期のスポット収入を直撃し、通期でも前年を大

きく下回る結果になりました。19 年度全体を見ると、4 月から前年を超えていない状況が続いて

おります。 



 
 

 

続きまして、10 ページは業種別のスポット出稿の状況でございます。情報・通信、化粧品、自動

車といった、これまで地上波の広告収入を支えてきた業種の減額が目立っております。 

一方、ウェブマーケティングの流れから、ターゲットバイイングの必要性が増しています。クライ

アントのニーズに応えるために、視聴データなど、さらなる努力をしていかなければならないと思

っております。 

このために、この 4 月からは、総合編成局にあったマーケティング戦略部と PR プランニング部を

独立させて、マーケティング局を新設しております。 

また、4 月には、もう一つ、大きな構造改革をいたしました。事業戦略会議という会議体を設置い

たしまして、総合編成、営業、新設したマーケ局で構成し、議長は私が務めますが、そこでコンテ

ンツ戦略、それとマネタイズ戦略の一元化を進めていきたいと思っております。 

それから次に、番組費、視聴率の推移は 11 ページから 13 ページに記載のとおりでございます。

ご覧いただければと思います。 



 
 

 

番組費につきましては、11 ページにありますように、ポイントとしまして、一つは、グループ

で、グループ全体での業務の最適化をずっと実施しておりますので、業務移管によって、グループ

への発注費が増加しております。加えて、全国ネット番組の「ポツンと一軒家」がスタートしたの

が 2018 年秋だったため 19 年度の番組費は、前年比で「ポツンと一軒家」の上期分が増えた分

も、乗っかっております。そういうこともありまして、ほぼ横ばい状態になっております。 



 
 

 

視聴率は、全日、ゴールデン、プライムとも、ワンランクアップしております。 

 



 
 

  

こちらは視聴率の実数です。 

本日をお示ししているのは、世帯視聴率のデータですが、昨年の秋から個人全体に市場がシフトし

ておりますので、これからは、個人を意識した番組作りを目指してまいります。 

 



 
 

 

14 ページは下期の成果でございます。大きなトピックスとしましては、全国ネットのタイム枠が

レギュラー・年末年始ともに好調で、6 年ぶり、プライムトップ獲得に貢献しております。ゴール

デンも 2 位となりました。タイム収入やコンテンツ収入にも貢献しております。 

ローカル枠では、「探偵！ナイトスクープ」が局長を交代しまして、その後も好調に推移しており

ますし、40 周年を迎えた「おはよう朝日です」の様々な記念企画も好評でございました。 



 
 

 

15 ページは放送事業の、そのほかの会社の状況は、おおむね、堅調に推移しております。 

ポイントは、アニメ、海外ビジネス、ライツビジネスを展開するコンテンツ関連の ABC フロンテ

ィアでございます。フロンティア設立以来、成長の牽引役となっているアニメ社が、2020 年 3 月

期は、中国のセンサーシップ導入の影響で海外収入が減ったことや、映画の公開延期などもあっ

て、前年を下回っております。その一方で、ライツビジネス社は著作権収入や動画配信が好調で、

前年を上回る結果となり、トータルでは増収増益を確保いたしました。 



 
 

 

16 ページは、当社グループのコンテンツビジネスと海外ビジネスの推移でございます。コンテン

ツ関連事業は、開拓中の分野ということもあって、まずはトップラインを伸ばしているところでご

ざいます。新規連結効果で、増収となっております。 

海外は、フロンティアの海外収入が減ったことが影響し、少し足踏み状態となっています。 

簡単でございましたけれども、以上、放送事業についてご説明をいたしました。 



 
 

 

沖中：沖中でございます。中期経営計画の進捗と 2021 年 3 月期の足元の状況、取り組みなどにつ

いて、私からご説明いたします。 

18 ページ、中期経営計画の五つの経営目標の進捗の一覧です。ご覧のとおり、一つ目、数値目標

につきましては、厳しい状況にあります。現在、最終年度である当期においては、新型コロナウイ

ルス感染症の拡大が業績に大きく影響すると見込まれ、残念ながら、達成は難しい状況にありま

す。 

成長投資でございますが、70 億円の投資を実行いたしました。今年度は、大変厳しい状況にあり

ますが、成長戦略は凍結せず、業績や資金の状況をにらみながら実行してまいりたいと思います。 

配当性向は 30%をクリア、それから ROE は利益減のために低下しております。 

また、海外事業でございますが、相応の成長をしているものの、目標とは、まだ乖離がございま

す。 



 
 

 

次の 19 ページにまいりまして、成長投資でございますが、これは下期に行った投資案件の主なも

のでございます。左上の 2020 年 4 月 1 日に設立しました NTTSportict でございますが、こちらは

AI カメラを使ったアマチュアスポーツの動画制作・配信の会社で、NTT 西日本 80%、当社 20%の

JV でございます。4 月 1 日スタートという猛烈な逆風の中での事業でしたが、既に売上は上がっ

ているようです。案ずるよりも順調なスタートとなりました。 

左下の PROCEN STUDIO でございますが、こちらは音響、ポスプロ事業を手掛ける会社でござい

ます。当グループのコンテンツ制作のバリューチェーンの一翼を担います。アフレコなど、アニメ

制作に強みを持つ会社です。 

そして、スライドの右でございますが、Quibi 社への投資でございます。こちらは 4 月からアメリ

カでサービスを開始した Quibi 社でございまして、スマホで視聴するショートコンテンツの有料動

画のプラットフォームで、米ドルベースで 25 ミリオンの大型出資を行いました。 

純投資でもありますが、戦略投資と位置付けており、当社グループで制作するアニメ等のコンテン

ツの供給と、近い将来、日本でサービス展開となったときは、中心となってやっていきたいと考え

ておりまして、現在、同社のアドバイザリー・パネルにも参加しております。 



 
 

 

このほか、次の 20 ページは、CVC、コーポレートベンチャーキャピタル、2 号ファンドの出資状

況でございます。こちらのほうは、順調にいっております。 



 
 

 

配当につきましては、これも先ほど申しましたように、配当性向 30%をクリアしております。

2020 年 3 月期の配当は、18 円でございます。 



 
 

 

次に業績予想と、当期の足元の状況と取り組みをご説明いたします。冒頭でも申しましたように、

新型コロナウイルスの収束時期が予測困難な状況になっているため、ある程度、めどが見えた時点

で、なるべく早く、皆さんに改めてお知らせしたいと考えております。 

22 ページをご覧ください。グループ各社の 4 月の状況の一覧です。一番ポイントとなりますの

は、やはりテレビ社で、新型コロナウイルス感染症拡大の影響によるスポンサーの広告出稿の手控

えです。さらに、これは当社のイベントなどの集客ビジネスやインバウンドビジネスなどにも大き

く影響しており、グループ各社、それぞれ厳しい環境の中、工夫しながら、収束するまで耐えよう

としている、といったような状況でございます。 



 
 

 

次の 23 ページをご覧ください。当社グループの感染症拡大防止に向けた取り組みでございます。 

今週月曜日、全国で緊急事態宣言が解除されましたが、第 2 波に備えながら、報道機関としての責

務を果たし、事業を続けてまいりたいと思います。 



 
 

 

最後のページでございます。24 ページをご覧ください。当期の取り組みと方針をご説明いたしま

す。まず、ホールディングス化 3 年目の取り組みでございます。 

ホールディングスしまして、今年で 3 年目でございますが、2018 年度の 1 年目は、投資や新規ビ

ジネスを実行するための、まず組織づくりを行いました。2 年目には、さらにコンテンツ体制を強

化し、そして M&A などの投資をスタートし、いわゆる種まきを行いました。 

そして、この 2 年間で感じた大きなことは、投資やコンテンツビジネスに対して、グループ内の意

識がかなり変わってきたことでございます。徐々にではございますが、総合コンテンツ事業グルー

プとしての理解が進み、グループ一丸となって力を合わせていくことができそうだと手応えを感じ

ております。 

さて、3 年目の今年度は、次の二つに力を入れたいと考えております。 

一つ目は、人材開発です。当社の成長戦略の大きなリスクの一つに、やはり経営人材の不足があり

ます。今後のさらなる成長に向け、ここに力を入れていきたいと考えております。 



 
 

もう一つは、マーケティングでございまして、先ほど説明ありましたように、テレビ社では、新た

に 4 月より、マーケティング局をつくりました。これまでとは異なるセールスの考え方が必要な時

代です。メディアの価値の向上、そして、そのアピールのための調査に向け、マーケティングシス

テムを強化してまいります。 

次に、4 月 1 日にスタートした二つのプロジェクトについて、ご説明いたします。 

一つ目は、昨年秋から準備し、この 4 月からスタートしました DX プロジェクトです。こちらは、

データビジネス、テクノロジー、仕事の効率化を三つの柱としております。 

一つ目のデータビジネスですが、グループ内にありますデータをどう利活用するか、そして、最終

的には、テレビのメディア価値をいかに向上できるかをゴールとしております。 

二つ目の柱、テクノロジーにつきまして、例えば当グループのコーポレートベンチャーキャピタル

がいろいろ収集してまいりました IT テクノロジーの情報を研究し、事業に反映してまいります。

その一つが、例えば、先ほどご説明しました NTTSportict の AI カメラなどです。 

三つ目の効率化につきましてですが、IT を使った仕事の効率化と、全グループ社員の IT スキルの

向上が目標です。4 月 1 日スタート早々、新型コロナウイルスの感染拡大を受けて、待ったなしで

一気に進めているところでございます。 

もう一つのプロジェクトは、MOON SHOT . Lab でございます。こちらは、放送、ハウジングに次

ぐ第三の柱となるような新規事業の創出を目指しております。コンセプトは「社会課題の解決」。

ABC グループらしい息の長い事業をつくっていきたいと考えております。活動拠点も社外のコワ

ーキングスペースで、4 人の部員をアサインしております。 

そして、次でございますが、アフターコロナ、ウィズコロナの方針につきまして、簡単に申し上げ

ておきます。 

今回の新型コロナウイルスの感染症拡大による社会の変化を受け、テレビ社をはじめとするグルー

プ一人一人の意識改革を一気に進めたいと思います。今後の社会のパラダイムシフトを前に、社会

の変化を後追いするのではなく、まず、われわれ自身から変わっていくこと、新しい価値を生み出

していくことをテーマに、チャレンジ精神を高めてまいります。 

以上、足元の状況と当期の取り組みをご説明いたしました。 

司会：沖中、山本からのご説明は以上でございます。 

  



 
 

質疑応答 

 

司会：それでは、質疑応答に入らせていただきます。 

ご質問につきましては、アナリスト、機関投資家の方を優先させていただきます。 

質問者：まず、関西地区のスポットの足元の状況について。4 月、5 月、当面の動き、および、い

つごろボトムアウトして回復していきそうかという、期待もあると思いますけど、可能な範囲で、

イメージでも結構でございますので、教えてください。これが一つ目でございます。 

二つ目といたしまして、4 月 1 日からマーケティング局という新しい部署、あと、PR の部署もつ

くられたというご説明があったと思いますけど、具体的な陣容の規模はどの程度がそこに配置され

て、今後、数年かかると思いますけど、どういう収益インパクト期待を見込まれているかについて

教えてください。 

最後でございますが、新しい投資ファンドで、幾つか期待のできる企業についてご紹介、説明して

いただきました。例えば、比較的投資規模の大きい Quibi であるとか、数年後におきます収益イン

パクト期待みたいなのがございましたら、併せて教えてください。以上でございます。 

司会：ありがとうございました。では、スポット概況とマーケティング部署につきましては山本の

ほうから、投資先につきましては沖中のほうから、順次答えさせていただきます。 

では、山本副社長、お願いいたします。 

山本：それでは、ご質問にお答えします。足元のスポットの状況で、4 月、5 月については、ほぼ

ほぼ、数字の規模感が見えております。 

ご想像のとおり、コロナが大きな影響を及ぼしていますし、私も長い間、テレビのスポットを見て

おりますけれども、こんなに厳しい数字が続いているのは見たことがありません。 

今まででもリーマンショック、それから東日本大震災とか、そういう災害なんかでも、スポットが

影響を受けるということは経験しておりますけれども、このようなかたちの数字は、本当に厳しい

数字を目の前にしております。 

具体的に言いますと、4 月は、もう締まった数字ですが、当社でいうと 71.9%。5 月は、今現在、

大体 63%ぐらい、これにプラスアルファぐらいで締まると思います。6 月は、まだ、今の時点では



 
 

60%に到達していないと。これは、ほぼほぼ関西地区でも横並び、同じような数字で推移しており

ます。 

6 月を、今、まだ 60 台に到達しておりませんけれども、仮に 65%ぐらいと推定するならば、第 1

クォーターの前年比が 66.8、当社が組んでいる予算では 70.3%になります。 

じゃあ、どこから底を打って戻ってくるのかというご質問ですけど、これは当然、早く戻っていた

だきたいという楽観的、希望的な気持ちもありますけども、これも本当に誰もコロナがどういうか

たちで推移していくかということ、まだ見えません。昨日、今日あたりでも、第 2 波が起きるので

はないかとか言われている中で、これがどう推移していくのかによって、全然変わってくるんだろ

うなと。 

一番いいシナリオとしては、7 月からのクールで、若干なりとも上向いてくれたらありがたいなと

思います。これが、第 2 波がまた出てきて、もう一度、波がやってくることになると、この回復も

当然、誰が考えても分かるように、遅れるであろうということです。 

ちょっと話が前後しますけど、当初の今年度のスポット予算、コロナは当然、想定していない段階

での通常の予算の中でいうと、スポットは 96.8 で予算を組んでいました。これは、ずっと推移し

てきている、毎年、スポットが右肩で下がってきていることも加味して、96.8 という予算を組み

ましたけれども、当然、この当初予算はコロナによって大きく崩れているわけであります。 

そして、その新型コロナウィルス感染症拡大前の当初予算では、第 2 クォーター、7 月〜9 月の予

算は、オリンピックの影響で、まずはスポットの売り額がネットに食われてなくなる、減ることを

前提として、4 年ごとにオリンピックはあるわけですけれども、毎回、オリンピックの時期には、

タイムのほうにスポットからお金が流れることもあって、そういうことを見込んで、7、8 月は

85%、9 月は 92.3 で、第 2 クォーターは予算自体が 87.4 で、もともと、組んでおりました。 

そういう意味では、このコロナのことで、第 1 クォーターはざっくり 70%くらいになるわけです

けれども、これが第２クォーターに、当初組んでいた 87.4 に、まずは戻ってほしいなと思ってい

る。これはコロナの収束が、一度、見えることが前提です。秋に、また第 2 波、第 3 波が来るかと

いう話もありますけれども、第２波、第３波がなければ、その辺からの回復を期待したいと思って

います。 

4 月（のスポットの数字）が、なんとか 70%台に乗っているのは、4 月の発注は、3 月など 1 カ月

以上前から出ていますので、コロナが深刻な状況になる前の出稿があったためです。タイムの落ち

込みの幅が小さいのは、数カ月前からタイムが埋まっているからです。そういうタイムラグがあっ

ての話であります。 



 
 

それから、機構改革の話ですが、まず、どういう前提で 4 月にこういう機構改革をしたかというご

説明をさせて頂きます。機構改革については、昨年の秋から検討しておりました。 

年々スポットが、かなり厳しい状況になって、経営を圧迫しておりますので、それに対処するため

に、どうやってスポットのこれからの落ち込みをカバーするかということが喫緊の課題になってお

りましたので、検討当初は、当然ながら、全くコロナを意識せずに、当面のテレビの行く末、方向

性のために、こういう機構改革をして、コンテンツ戦略とマネタイズ戦略を近いところでやらない

といけない、一元化してやらないといけない、と考えていました。 

今までのように番組コンテンツをつくって、あとは営業が売るだけ、ではなくて、やはり、売る側

のニーズも踏まえてコンテンツをつくっていくことで、これは当たり前の話でありますけれども、

そういうことを早く、スピードを上げてやる、会議を跨いでやっていく、ということにしました。 

アフターコロナでも、当然、同じことですが、コロナがある前から、生活者イコール視聴者、企業

イコールクライアントという、この二つのところと向き合って、テレビはやっているわけです。 

これもマーケティングができてこそ、コンテンツ戦略とマネタイズ戦略が完結するということで

す。今までもマーケティング戦略部は、総合編成局の中にあって、マネタイズのことを全く意識し

ていないわけではありませんでしたが、どうしても視聴率分析であったり、視聴者のほうに寄った

形のマーケティングになっていましたので、マーケティング局を独立させて、この局でクライアン

ト・視聴者の両方のニーズを分析して、事業戦略会議の中で生かしていくという建てつけにしてお

ります。 

なお、PR プランニング部は新設したのではなくて、マーケティング戦略部同様、これまで総合編

成局にあった PR プランニング部という、いろんなコンテンツを PR していく部署を、この PR と

いう意味合いも、番組の視聴率だけ取ればいいというものではなくなってきておりますので、マー

ケットに近いところで PR 戦略を考えるという意味で、この機に PR プランニング部もマーケティ

ング戦略とともに移管して、マーケティング局をつくった、と、こういうことです。 

マーケティング戦略部自体は、部長を入れて、今のところ 4 名ですけども、今度、東京にもマーケ

ティング戦略の部員を補強したりしていきますので、もう少し増強していきます。 

昨年、中途で 1 人、採りましたけれども、また今後も、社外でマーケティングを学んだ方に来てい

ただいて、ここを評価することも急務だと考えています。 

私からは、以上でございます。 



 
 

沖中：では、私から、Quibi さんですけれども、Quibi は、ご存じの方もいらっしゃると思います

が、この 4 月からアメリカでサービスインした、いわゆるショートコンテンツ、スマホ専用のプラ

ットフォームでございます。 

基本的には、ドラマとかニュース、ドッキリなんかのバラエティーでコンテンツは構成されている

と聞きます。ドラマは、スピルバーグなどの大物監督も手掛けておりまして、間もなくローンチさ

れると聞いています。 

現在、Quibi は、4 月からスタートしまして 1 カ月半、順調に数字を伸ばしているようでございま

す。 

私ども、先ほど言いましたように、25 ミリオンという弊社にとっては大きい投資なんですが、こ

れは戦略投資と捉えております。先方とは、まだ詳しくは詰めておりませんけれども、早ければ

2022 年ごろに、日本での展開ができればいいなと。そのときに、われわれがどこまで中心となっ

てできるかというところを今、これから考えているところです。 

先方のインターナショナル部門の責任者とは話し合いをしておりますが、残念ながら、なかなかコ

ロナの状況もあって、ちょっと、ぼちぼちといったところでございます。 

それから、あと、われわれも、プラットフォームだけではなく、コンテンツのほうも提供していき

たいと、中心となって提供していきたいと考えております。 

現在、なかなかストーリー系は、うちはそんなに得意ではございませんので、アニメを今のところ

提案して、現在、先方と話をしております。特に、京都アニメーションと共同している作品が中心

となっております。 

ということでございます。以上です。 

質問者：ありがとうございます。追加で 1 点、お願いしたいんですが、簡単に。 

スポット中心にトップラインが非常に厳しいということで、番組制作費のコントロールの考え方に

ついて、教えてください。 

やはりトップラインが厳しいということで、フレキシブルに、どっちかというと圧縮する方向、そ

ういう行動を取られる可能性が高いと捉えておいてよろしいでしょうか。 

山本：はい。コストコントロールのお話ですけれども、コストコントロール自体は番組費だけでは

なくて、当然のことながら、費用全体を見直すことで、今期の予算もやっております。 



 
 

そういう意味では、番組費だけというよりも、もう少し、体質的に筋肉体質になるような、支出の

ほうも、見直しております。このコロナを機会に、より一層、それがスピードアップされればいい

なと思っております。 

もちろん、その中で、やはり番組費が非常に大きなウエートを占めることも事実でございますの

で、番組費の考え方についても、年々、毎年毎年見直しをしております。 

ただ、皆さんもお分かりのように、やみくもに番組費を切って、番組の質を落とすことは、致命的

なことでありますので、タイムテーブルを傷つけずに、どうやって番組費を精査していくかという

ことは、毎年やっております。特に番組費の大きなボリュームのあるところは、ゴールデンタイム

の制作費でありますので、これについては年々、番組を変更しながら、番組の制作費の見直しをし

ております。 

その中で、「ポツンと一軒家」などは成果を出してくれているわけですし、その辺の、ゴールデン

タイムの制作費の見直しを中心にやりながら、あとはベルト番組の効率化なんかも図るべく、秋に

向けても今、精査をしている状況でございます。 

以上です。 

質問者：ありがとうございました。よく分かりました。 

司会：ありがとうございました。 

それでは引き続き、質疑応答をお受けいたします。 

質問者：説明会の中で、視聴率の測定方法が変わることによって、番組制作の考え方も少し変えて

いくというお話がありましたが、具体的には、参考資料 8 ページ目（参照：

https://corp.asahi.co.jp/ja/ir/library/presentation/main/011/teaserItems1/06/linkList/01/link/20200529.pdf 

「決算説明会 資料」の参考資料を参照）の、リアルタイムの個人全体と、あとはその後のタイム

シフトですね、それを組み合わせたものに変わるということですが、どういう風に番組制作の内容

が変わるということなんでしょうか。 

こういうふうに番組が変わっていくという方向性がもし、イメージでつかめるものがございました

ら、教えていただければと思います。 

私の質問はこの 1 問です。 

山本：はい、ありがとうございます。 

https://corp.asahi.co.jp/ja/ir/library/presentation/main/011/teaserItems1/06/linkList/01/link/20200529.pdf


 
 

今までは、先ほど申し上げたように、昨年の秋に関西地区は、世帯から個人全体に変わりました。

関東は、もっと早くからやっておりますけれども。 

長年、世帯を指標に番組の評価をつけておりましたが、もちろん、その中身、個人視聴率を全く意

識していないわけではありませんでした。 

ABC としても、個人全体に変わる前から、ABC 独自の指標で、U49、アンダー49 という一つのか

たまりのところを意識して、それをどれだけ、その番組が取っているのか、取れているのかを意識

して、番組制作をしてきておりました。 

そういう意味では、これは当然変わりませんけれども、それプラス、世帯から個人に変わることに

よって、やはり今までの世帯の視聴率がそのまま個人に移るわけではありませんので、ばらつきが

あります。早く、だから個人全体の視聴率に慣れて、どこが及第点なのかを見極めて、やっていき

たいと思います。 

なので、先ほど、世帯だとこういう順位と言いましたけれども、これ、個人に置き換えると、変わ

ったりします。そういう意味では、今、新指標が導入されて半年強、たったわけですが、スポット

のバイイングについても、新指標が影響してくることが、徐々に出てくるだろうと思いますので、

そのへんの動きも、ちょっと今、このコロナで 4、5、6 は参考になりませんけれども、これが戻

ってきたときに、指標の変化で、どういう影響を受けるのかということを注視しながらやっていか

ないとスポット収入に影響が出てくる、と認識しております。 

とりあえず、番組のプロデューサー、制作スタッフに、そういう意識を持ってもらわないといけな

い。先ほど言った U49 が取れているかどうかに注目しながら、番組の制作者も、日々検討してい

るというところです。 

質問者：はい。ありがとうございます。 

ということは、少し、年代で言うと、少し若い方に、よりリーチできるようなコンテンツ作りに、

という。もともとそうでしたので、より、そういう傾向が強くなるという。 

山本：はい。日テレさんが、早くから、そういう方向でやって、今の成功があるように、やはり、

そこのアンダー49 のゾーンがしっかり取れていることが前提であります。どうしても世帯だけを

追いかけると、高齢者を取っても世帯視聴率は上がりますので、それだけを追いかけてては駄目だ

と。 



 
 

ただ、「ポツンと一軒家」みたいに、世帯が 20%を超えて、個人も 12%ぐらいいく、となると、

ちょっと年齢層が偏っていても、やはりマネタイズも大きく影響することがありますので、全てが

そうじゃない。突き抜けると、また違うことになることもあります。 

質問者：分かりました。ありがとうございます。 

司会：ありがとうございました。 

では、これをもちまして 2020 年 3 月期の朝日放送グループホールディングス株式会社決算説明会

を終了させていただきます。 

本日は、イレギュラーの形式での開催にもかかわらず、最後までご参加いただきありがとうござい

ました。本年度も引き続き、よろしくお願いいたします。ありがとうございました。 

 


